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                                              単位：千円 

 
事   業   名 

 

 
補正予算額 

(現計予算額) 

 
説                明 

【交通戦略課】   
 

鉄道整備促進事業費  

 

 

     △14,625 

    (141,481) 

 

繰     △10,600 

 
○一       △4,025 

 

１ 輸送力・利便性向上整備事業                   △12,165 

  114,796 → 102,631 

   補助対象事業費の減に伴う減額 

 

２ 鉄道利用促進事業                 △2,460 

   11,267 → 8,807 

  補助対象事業費の減に伴う減額 

 

 

 

地域交通対策費 

 

△4,614 

     (253,508) 

 

○一       △4,614 

 

１ 地方バス等対策事業                             △4,614 

  253,346 → 248,732 

 補助対象事業費の減に伴う減額 

 

 

 

 

総合交通企画費 

 

△17,465 

    (488,295) 

 

国     △6,786 

 

○一     △10,679 

 

１ 鉄道ネットワーク利用向上事業           △9,815 

 

（1）全庁で取り組む鉄道利用促進事業                △9,815 

  24,315 → 14,500 

  補助対象事業費の減に伴う減額 

 

２ 地域公共交通原油価格高騰対策事業         △6,378 

      64,390 → 58,012 

    国庫補助金の補助対象期間が拡大したことによる減額 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【道路整備課 

 ・道路保全課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

      △2,481 

    (38,989,373) 

 

国    △2,481 

 

分       29 

 

起   △1,392,100 

 

○一      1,392,071 

 

 

 １ 補助事業費                  △2,481 

   29,861,658 → 29,859,177 

 

  (1) 市町道路事業調整推進費            △2,481 

     9,000 → 6,519 

     国の内示に伴う減額 

 

道路交通調査費 

 

 

 

 

 

 

 

 

△60,523 

        (84,040) 

 

国    △20,100 

 

○一      △40,423 

 

 １  高規格道路調査費                △60,523 

   84,040 → 23,517 

   国の内示に伴う減額 

 

 

道路除雪費 

 

         532,197 

        (863,946) 

 

国   △216,444 

 

○一      748,641 

 

 

 

１ 車道・歩道の除雪費               532,197 

   雪寒地域、その他降雪地域において除雪を実施する。 

   863,946 → 1,396,143 

   除雪作業への対応による増額 

 

国直轄道路事業費負担金 

 

△796,666 

      (5,500,000) 

     

起  △1,174,100 

 

○一       377,434 

 

１ 国直轄道路事業費負担金             △796,666 

  5,500,000 → 4,703,334 

   国の通知に伴う減額 
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                                                                                       単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【砂防課】 

 

砂防関係公共事業 

 

 

      37,151 

   (5,143,591) 

     

国     △24,269 

 

分    14,626 

 

起     △104,700 

 

○一     151,494 

 

 

１ 補助事業費                                       2,881 

       4,103,291 →  4,106,172 

 

(1) 補助通常砂防事業費                △172,132 

        2,100,125 → 1,927,993 

国の内示に伴う減額 

 

(2) 補助砂防総合流域防災事業費              63,279 

        896,416 →  959,695 

国の内示に伴う増額 

 

(3) 補助地すべり総合流域防災事業費             7,349 

        21,000 → 28,349 

国の内示に伴う増額 

 

(4) 補助急傾斜地崩壊対策事業費              114,434 

        513,030 → 627,464 

国の内示に伴う増額 

 

(5) 補助急傾斜地総合流域防災事業費            14,342 

        409,920 →  424,262 

国の内示に伴う増額 

 

(6) 補助砂防障害防止対策事業費         △24,391 

        162,800 →  138,409 

国の内示に伴う減額 

 

 

２ 単独事業費                                       34,270 

       1,040,300 → 1,074,570 

 

(1) 砂防維持補修費                100,000 

     360,000 → 460,000 

予防保全のための砂防施設補修に伴う増額 

(2) 市町急傾斜地崩壊対策事業費補助       △65,730 

     270,000 → 204,270 

補助対象事業費の減に伴う減額 
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                                                                                  単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 
 

   △414,754 

  (7,020,529) 

 

国    △205,754 

 

分      △63,667 

 

起    △171,900 

 
○一      26,567 

 
 

 １ 補助事業費                    △414,754 

   7,020,529 → 6,605,775 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                    △400,000 

        5,053,377 → 4,653,377 

        補助事業の変更に伴う減額 

 

     

(2) 市町都市計画事業調整推進費                 △14,754 

        19,385 → 4,631 

        国の内示に伴う減額 

 

単独都市公園事業費 

 

      △503,079 

        (862,400) 

 

 

繰         6,410 

 

起     △538,900 

 

○一       29,411 

 

１ 単独都市公園事業費                   △503,079 

   862,400 → 359,321 

   補助事業への振替による減額 
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                                                                      単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

       151,283 

   (15,484,715) 

 

国    △54,158 

 

起     △539,800 

 

○一     745,241 

 

 

 １ 補助事業費                 △  108,717 

      6,746,835 → 6,638,118 

 

    (1) 補助河川災害関連事業費          △  100,000 

    100,000 →  0 

    本事業に該当する災害が発生しなかったことに伴う減額 

 

    (2) 補助河川障害防止対策事業費         △    8,717 

    97,200 →  88,483 

    国の内示に伴う減額 

 

 ２ 単独事業費                   260,000 

      8,737,880 → 8,997,880 

 

(1) みずべ・みらい再生事業費             260,000 

    3,882,580 → 4,142,580 

    予防保全のための竹木伐採・浚渫を実施することに伴う

増額 

 

 

 

ダム関係公共事業 

 

      △66,930 

      (233,544) 

 

国    △31,800 

 

諸      △100 

 

起    △43,200 

 

○一      8,170 

 

 １ 補助事業費                   △66,930 

      233,544 → 166,614 

 

  (1) 補助堰堤総合流域防災事業費          △66,930 

       66,930 → 0 

     国の内示に伴う減額 

 

 

 

 

 

 

 

水源地域対策費 

 

       △7,836 

       (131,725) 

 

○一     △7,836 

 

１ 水源地域対策費                 △7,836 

 

(1) 丹生水源地域整備特別交付金                 △8,204 

     120,000 → 111,796 

    長浜市実施事業の年度精算に伴う減額 
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                                                   単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

 

補助土木施設災害復旧事

業費 

 

△418,223 

(770,068) 

 

国     △267,123 

 

起    △151,100 

 

 

 

１ 補助土木施設災害復旧事業費          △418,223 

    770,068 → 351,845 

   令和４年災の発生が見込みより少なかったことに伴う減額 

 

国直轄災害復旧事業費負

担金 

 

 

 

 

 

 

 

          79,870 

         (0) 

 

起      79,800 

 

○一          70 

 

１ 国直轄災害復旧事業費負担金               79,870 

0 → 79,870 

国の通知に伴う増額 

 

単独土木施設災害復旧事

業費 

 

 32,800 

(757,500) 

 

起      32,800 

 

１ 単独土木施設災害復旧事業費              32,800 

757,500 → 790,300 

令和４年８月大雨の被災箇所への対応による増額 

 

国直轄河川事業費負担金 

 

        △148 

      (224,772) 

 

起    △17,300 

 

○一     17,152 

 

１ 国直轄河川事業費負担金                  △148 

224,772 → 224,624 

国の通知に伴う減額 


